
平成 26 年度の

決算をお知らせします
　平成 26 年度の普通会計の決算規模は、歳入が 299 億 752
万円で、前年度と比べて 16 億 2,613 万円（5.7％）の増、歳
出が 289 億 3,464 万円で、前年度と比べて 17 億 3,481 万
円（6.4％）の増となりました。

　　　  自主財源　86 億 8,633 万円（29.1%）
【市　税】
　市民税は、個人市民税が 2.3％減少しましたが、
法人市民税が 17.4％増加しました。
　固定資産税は、土地で 0.1％、償却資産で 1.1％
減少しましたが、家屋で 2.2％増加しました。
　市税全体では 0.2％の増となりました。
【繰入金】
　後年度負担軽減のため昨年と同様に減債基金か
ら 7,068 万円を取り崩しました。また、コミュ
ニティバス運行経費など、特定目的基金から 3
億 850 万円を取り崩し、繰入金全体では 43.8％
の減となりました。
　自主財源全体では 4.8％の減となりました。

　　　  依存財源　212億2119万円（70.9%）
　地方交付税が 1 億 4,114 万円（1.2％の減）
となりましたが、災害復旧事業や社会資本整備に
伴う国・県補助金および投資的事業に伴う市債発
行などが増加し、依存財源全体では 10.8％の増
となりました。

市税
　  58 億 1,370 万円（19.4%）

繰越金・繰入金・諸収入ほか
　  28 億 7,263 万円（9.7%）
地方交付税
　117 億 1,697 万円（39.2%）

その他（地方消費税交付金など）
　12 億 1,998 万円（4%）
市債
　27 億 7,941 万円（9.3%）
県支出金
　20 億 2,657 万円（6.8%）
国庫支出金
　34 億 7,826 万円（11.6%)

※おことわり…表やグラフの金額は、１万円未満の端数処理をしていないため、合計が一致しない場合があります。

財政課　 （25）8111

スリムヤンよえもんくん おはよちゃん
（睡眠教育推進
キャラクター）

　　   上記以外の経費　104億3,306万円（36.0%）
　投資的経費は、観光物産プラザの整備のほか、
小中学校の大規模改修事業や空調整備事業、台風
被害による災害復旧事業などにより 63.9％の増
となりました。
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２０１４決算

　　　一般行政経費　64 億 1,674 万円（22.2%）
　物件費は、環境センターのダイオキシン低減対策
などにより 30.7％の増、補助費は、ごみ減量対策
にかかる生ごみ処理機購入補助の拡充などにより
5.5％の増となり、一般行政経費全体では 19.0％
の増となりました。

　　　義務的経費　120 億 8,484 万円（41.8%）
　生活保護費などの扶助費が 9.9％の増となっ
たものの、市債の償還額の減少により公債費が
20.6％の減となり、義務的経費全体では 8.3％
の減となりました。

　災害復旧事業や社会資本整備に伴う
国庫補助金の受入や投資的事業に伴う
市債発行の増などによるものです。

人件費（職員の給与など）
　45 億 3,093 万円（15.7%）
扶助費（社会保障など）
　39 億 5,947 万円（13.7%）
公債費（借金返済など）
　35 億 9,444 万円（12.4%）

繰出金（特別会計へ支出する経費）
　41 億 6,195 万円（14.4%）
投資・出資・貸付金
　 　 　 　 500 万円（0.0%）
積立金（将来に備えての積み立て）
　14 億 8,119 万円（5.1%）
投資的経費（施設の整備、改修など）
　47 億 8,492 万円（16.5%）

物件費（備品購入費や委託料など）
　41 億 2,691 万円（14.3%）
維持補修費（施設の維持補修など）
　1 億 4,408 万円（0.5%）

補助費等
（各団体への補助金や負担金など）
　21 億 4,575 万円（7.4%）

性質別

●大きく増加したものは？
　商工費が観光物産プラザの整備な
どにより 101.7% の増、災害復旧
費が平成 25 年度 9 月の台風 18 号
および平成 26 年 8 月の台風 11 号
および台風 12 号の襲来に伴う災害
復旧事業により 560.8% の大幅な
増となりました。

●大きく減少したものは？
　労働費が緊急雇用対策事業の事業
費縮小により 40.0％の減、公債費
の減少により 20.6％の減、消防費
が防災行政無線整備事業の完了など
により 16.7％の減となりました。

目的別
議会費
　  1 億 8,958 万円（0.6%）
総務費
　44 億 2,259 万円（15.3%）

衛生費
　27 億 7,701 万円（9.6%）
労働費   3,104 万円（0.1%）

民生費
　77 億 3,100 万円（26.7%）

公債費
　35 億 9,444 万円（12.4%）

災害復旧費
　10 億 8,176 万円（3.7%）
教育費
　30 億 9,063 万円（10.7%）
消防費
　12 億 6,712 万円（4.4%）
土木費
　27 億 3,641 万円（9.5%）
商工費
　7 億 7,223 万円（2.7%）
農林水産業費
　12 億 4,083 万円（4.3%）

　災害復旧事業や社会資本整備に伴う
国庫補助金の受入や投資的事業に伴う

観光物産プラザの整備や小中学校大
規模改造事業、台風被害による災害
復旧事業の実施などが主な要因です。

前
年
比

約
16
億
円
の
増

前
年
比

約
17
億
円
の
増

●目的別構成比
　割合が高いものは、民生費、総務費、公債費、教育費、衛生費の順です。
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　基金は、後年度負担軽減のための繰上償還に「減
債基金」7,068 万円のほか、「地域活性化基金」な
ど4基金で3億7,918万円の取り崩しを行いました。
　一方、今後の円滑な財政運営に備えて「財政調
整基金」に 12 億 1,779 万円、「減債基金」に 2 億
38 万円を積み立てたほか、「指定管理施設管理基金」
に 3,370 万円などをはじめとする、特定目的基金
に 6,302 万円の積み立てを行いました。
　また、定額運用基金では、利息分の積み立てを行
うとともに、国民健康保険財政の将来に向けた安定
化を図るため「国民健康保険財政安定化資金貸付基
金」に 3 億 59 万円を積み立てました。
基金残高の年度別推移

経常収支比率の推移

　平成 26 年度末の市債現在高は、前年度に比べ
4 億 9,670 万円減少しました。これは将来世代
の負担軽減を図るため 1 億 4,436 万円の市債の
繰上償還を行うとともに、本年度における元金償
還額以内で新たな市債の発行を抑えたことにより
ます。
　また、市債を発行したものは、臨時財政対策債
のほか一般単独事業債（合併特例事業）、辺地対
策事業債、過疎対策事業債、緊急防災・減災事業
債および災害復旧事業債で、いずれも国からの財
源補てん割合が高い有利な借入金です。

　悪化の理由としては、市税や地方交付税などの経常一般財源が
2,669 万円減少し、扶助費等の社会保障関係経費や人件費などの経
常的に支出される経費が 4 億 7,512 万円増加したことによるもので
す。

　歳入歳出差引額は、9 億 7,288
万円で、翌年度に繰り越すべき
財源を控除した実質収支も 9 億
1,868 万円の黒字決算となりま
した。
　財政収支は、経常収支比率が前
年度に比べ 2.7 ポイント悪化し
88.4％となりましたが、財政健
全化判断比率である実質公債費比
率は、前年度に比べ 1.3 ポイン
ト改善し 12.1％、将来負担比率
は、前年度に比べ 22.9 ポイント
改善し 90.7％となりました。

基金
繰上償還やバス運行に約４億円取り崩し

市債
繰上償還と新規発行抑制で約５億円減

経常収支比率
経常経費が増加し、前年度より 2.7 ポイント悪化

収支
財政状況改善へ一歩前進

●経常収支比率…
　人件費や扶助費、公債費など毎年必ず発生する義務的経費が、経
常的に収入される一般財源額に占める割合。自治体の財政構造の弾
力性を判断する指標の 1 つで、この比率が低いほど自由に使える
財源が多いことになり、財政的に余裕があると言えます。一般的に、
市町では 75％以下が望ましいとされていますが、全国的にもほと
んどの自治体がこの基準を大きく超えている状況が続いています。
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　市の財政状況が良好であるかどうかを示すものの一つに財政健
全化判断比率があります。

　市職員は、「豊かな感性を持って自ら考え行動する自律型職員」を目指し、市民の皆さんの立
場にたった心のこもったサービスが提供できるよう、柔軟かつ効率的・効果的な行政運営に取り
組んでいます。

人事課　 （25）8525

　　【職員の状況】
　平成 17 年１月の合併以降、事務事業の見直しや施設の
見直しによって管理体制のスリム化を図っています。ま
た、重要な施策へ人員を重点的に配置し、限られた職員の
能力が十分に発揮できる人事配置を行うことによって、平
成 27 年４月現在で１６７人の削減を行いました。

（H27.4.1 現在９５９人、消防・病院等を含む）
　合併当初の目標である１６０人（消防、病院等を除く）
の削減は、平成 24 年４月に達成していることから、今年
度は職員適正化計画を策定し、今後も職員一人ひとりが市
民の皆さんの気持ちやニーズを十分に把握し、適切かつ迅
速に対応できる組織となるよう、さらに努めてまいります。

　    【給与額の水準】
　平成 26 年４月１日現在で
みると、高島市一般行政職
の給与水準は、国を１００
とした場合９６．５となって
います。（市の平均給与月額
３６１，４４４円）

財政健全化判断比率
各指標が県内市町の平均上回る

市の職員数と給与額の水準をお知らせします
今年度、職員数適正化計画を策定します！

※早期健全化基準
　財政が悪化し危なくなったときの警告となる基準。会社に例えると、経営
状態があまりよくない会社となる基準。
※財政再生基準
　財政悪化のため、国や県の管理のもと財政再建に取り組むことになる基準。
　会社に例えると、倒産にあたる基準。

※本市は、実質収支および連結実質収支が黒字のため、①と②の比率は算定されません。

健全化判断比率の状況
平成
24

年度

平成
25

年度

平成
26
年度

早期健全
化基準

（イエロー
カード）

財政再生
基準

（レッド
カード）

県内市町
平均

（Ｈ 26）

①実質赤字比率 － － － 12.57 20.0 －

②連結実質赤字比率 － － － 17.57 30.0 －

③実質公債費比率 14.4 13.4 12.1 25.0 35.0 8.6
④将来負担比率 147.0 113.6 90.7 350.0 － 18.0

（単位％）

　
高島市の実質収支と連結実質収支は

黒字となっています。
　しかし、将来負担比率では、県内市
町の中でも高い値です。また、実質
公債費比率は、前年に比べ改善しまし
たが、まだ県内平均を上回っています。
　このため、引き続き市債の新規発行
を抑制するなど、市債残高の削減に
努めるとともに、職員数の適正化な
どにより将来負担経費を抑えながら、
将来世代に過度な負担を強いること
のないよう努めていきます。
　また、平成 27 年度からは地方交
付税の段階的縮減が始まり、今後よ
り一層厳しい財政環境が予測されま
す。 このため、有利な制度の活

用や、徹底した歳出削減
の取り組み、選択と集中
による事務事業の見直
しなどにより、効率的、
効果的で持続可能な財
政運営を目指します。

●実質公債費比率…
　借入金（地方債）の返済額を指標化し、資金繰りの深刻度を示す
もの
●将来負担比率…
　将来支払っていく可能性のある負債（借金等）の残高を指標化し、
将来の財政圧迫の度合いを示すもの
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ＪＲ湖西線 40 周年記念列車 環境センター 観光物産プラザ

平成 26 年度に実施した主な事業
【５つの高島未来政策から】 【電源・防衛事業から】

１　医療・福祉・介護
・福祉医療事業
　社会的弱者への医療費助成 3 億 2,632 万円

・地域高齢者社会参加事業
　介護予防「あしたの体操」の普及など 619 万円

・地域介護・福祉空間整備事業
　地域密着型サービス事業所整備等に助成 4,105 万円

２　産業・観光振興
・地域特産物定着促進事業
　特産品の定着を図るため農家等を支援 897 万円

・産業連携推進事業
　発酵食文化の発信への支援など 540 万円

・産業交流センター整備事業
　観光物産プラザを整備 2 億 5,288 万円

・観光振興企画運営事業
　観光資源を活かしたイベントを助成など 3,817 万円

・高島トレイル魅力発信事業　 1,263 万円

３　防災・環境
・環境センター管理運営事業
　施設維持管理費やダイオキシン対策など 8 億 4,547 万円

・ごみ減量大作戦事業
　生ごみ処理機やコンポストの設置補助を拡充 5,210 万円

４　教育・文化・スポーツ、子育て支援・女性
・小中一貫教育推進事業
　コーディネーターの配置など 1,275 万円

・小中学校空調整備・トイレ改修事業
　児童生徒の健康管理および学習環境の向上に ４億 9,259 万円

・文化的景観保護推進事業
　「大溝の水辺景観」重要文化的景観認定のための調査など 650 万円

・地域少子化対策強化事業
　「たかしま結びと育ちの応援団」を立ち上げ 799 万円

・放課後児童健全育成事業
　学童保育所を新たに１か所増設など 6,730 万円

５　一体感のあるまちづくり
・湖西線開通 40周年記念事業
　記念列車の運行や、観光マップ作成など 439 万円

・道路台帳整備事業
　旧町村ごとの道路台帳を統一的基準で電子化 1 億 1,880 万円

　電源立地地域対策交付金事業
………　　　　　　　　　　　　（ ）内は交付金額　
　発電用施設周辺地域であることから、文部科学省と経
済産業省から交付金を受け、次の事業を実施しました。

・小中学校英語活動指導員の設置 3,028 万円
(2,870 万円）

・市道の改良（側溝整備）工事 1,925 万円
（1,800 万円）

・防犯灯の維持管理 1,167 万円
（848 万円）

・防災用備蓄物資の整備 689 万円
（440 万円）

・地域振興イベントの開催 270 万円
（224 万円）

　交付金合計 6,182 万円

　防衛施設周辺整備事業
　　　　　　　　　（ ）内は補助金・交付金額
　饗庭野演習場が所在することから、防衛省から補
助金・交付金を受け、次の事業を実施しました。

・消防指令センターの整備 3 億 3,480 万円
（1 億 3,191 万円）

・公立保育園の運営 １億 4,980 万円
（１億 2,242 万円）

・市道の改良 6,258 万円
（5,199 万円）

・農業用施設の整備 4,189 万円
（2,793 万円）

・高島市民病院医療機器の整備 2,890 万円
（2,600 万円）

・子ども医療費の助成 2,972 万円
（2,000 万円）

・消防ポンプ自動車の更新 2,041 万円
（1,700 万円）

・普通河川の改修 1,686 万円
（1,380 万円）

・体育館の運営 1,443 万円
（1,200 万円）

・学校給食センターの運営 1,335 万円
（1,000 万円）

・文化ホールの運営 1,148 万円
（1,000 万円）

　補助金・交付金合計 ４億 4,305 万円

（ ）内は交付金額

お知らせ拡大版
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財
政
課
　
（
２
５
）
８
１
１
１

区　　分 補正前の額 補…正…額 補正後の額
一般会計 ２６６億８，６６０万円 １３億２,８５０万円 ２８０億１，５１０万円

特別会計 １５９億１，２３０万円 ▲１３３万円 １５９億１，０９７万円

事業会計 ７９億３,７５７万円 １,１８３万円 ７９億４,９４０万円

予算総計 ５０５億３,６４７万円 １３億３,９００万円 ５１８億７,５４７万円

◯歳入歳出補正予算

◯主な事業

月 

補
正
予
算
の
概
要

９

湖西中学校大規模改造事業
２億７，７５３万円

　湖西中学校の屋上防水や外壁
および各教室等の大規模改造工
事を実施し、教育環境の整備を
行います。

びわこ高島えんむすび事業

１６２万円
　（株）髙島屋と事業提携するこ
とで、質の高いアイテムを掲載
したカタログギフトを作成し、
新たな寄付者の獲得とさらなる
魅力発信に努めます。

地方創生総合推進事業
１,０００万円

【高島サステイナブル・オフィス事業】　２５０万円
　総合戦略の点検・見直しおよび各プロジェクトの立案と実施・評
価において、広く市民と協力しながら課題の達成に向け取り組んで
いくマネジメント組織の設置・運営を行います。

【農畜産業・水産業振興戦略推進事業】　３００万円
　「食の安全」にこだわってきた本市の食材を活かした産業の振興を
図るため、「“食”にこだわるアクションプラン」として、農畜産業・
水産業振興戦略を策定します。（平成 28 年３月策定予定）

【インバウンド誘客促進事業】　４５０万円
　外国人観光客の獲得に向け、本市のさまざまな物産品や観光資源
の魅力を活かし、海外マーケットへの積極的な誘致活動を展開し、
誘客促進を図ります。
　また、外国人向けに多言語パンフレットの作成や観光協会ホーム
ページリニューアルのほか、市内各駅に設置している観光案内看板
を多言語表示に書き換えるなど、受入環境の整備をすすめます。

※１万円未満を四捨五入しています。

★病児保育室とは・・・
　お子さんが病気の時、保護者が仕事等の都合により家庭で保育することが
困難な場合に、病児保育室でお子さんを一時的に保育するものです。
　専任の看護師や保育士が保育しますので、安心してご利用いただけます。

★利用できるお子さん
　市内にお住まいで、保育園・幼稚園児から小学校
３年生までのお子さん。
※市外在住の方も、保護者が高島市で勤務されてい
る場合は利用できます。

★場所
　高島市民病院  健診棟１階
　　病児保育室「おひさま」

★利用時間
　月曜日から金曜日までの８時～ 18 時 30 分
　（土日・祝日は利用できません。）

★利用料　
・市内在住者　１人１日につき２，０００円
・市外在住者　１人１日につき４，０００円
※世帯の所得によっては減免制度があります。

★ご利用には事前に登録が必要です　
　申請用紙等は、病児保育室おひさま、子育て
支援課、各保健センターにあります。ぜひご利
用ください。

★電話番号（病児保育室専用）
　☎０８０（５７０６）９５５５

子育て支援課
　 （25）8136病児保育室「おひさま」をご存知ですか？


